チューネンの資本起源論―『孤立国』第2部第1編第8章「労働による資本の形成」ノート―

2004年3月27日（土）進化経済学会第8回大会（福井県立大）報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土田和長（富士大学）

前提，課題，方法，モデリング

【前提となる基本認識】最初に現れた人類は，自然がその果実を豊かに与えてくれなかったら，死んでいたろう．

筆者注　①自然の恵みと人間労働の協働から生活の資は獲得される．生活の資＝ｆ（N，Ｌ）．②人間労働は道具＝資本の助力を得ることにより，その産出効果を高める．③道具＝資本は過去に行われた労働の成果の蓄え＝貯蓄を元にして製作される．④資本創発後，生産行為は，自然，人間労働（現在労働），資本（過去労働の体化物）の協働行為となる．生活の資＝ｆ（Ｎ，Ｋ，Ｌ）．⑤産出成果は各生産要素の産出への貢献度に応じてその所有者に分配される．産出貢献度は限界生産力で決まり，後者が要素価格を決める．⑥道具＝資本が全員に普及するまでは，資本の増益効果は維持される．⑦しかし，道具が全社会に普及し終わると，それ以上の資本投入は増益効果を減少させる（資本の普及，一巡後に限界生産力逓減法則は発現する）．

　　　　　　　　　　　チューネン限界生産力説における増益効果の逓減側面ばかり注目

すると，経済学をdismal　scienceとして見る視角に傾く．資本投

入による増益効果がまず発生し，資本財普及が一巡すると，増益

効果の逓減が現れるということを踏まえ，増益分への貢献度を考

えて，増益分の帰属先を決めようとするのがチューネン分配論の

最大の眼目である．この面から考えれば，経済学はglorious　

scienceなのである．

【課題と方法】資本の起源を明らかにする．そのため，資本が未だ存在せず労働のみによって生きる人間が資本を初めて創発し生産力を高めるような原初の社会状態をモデル設定する．

　　　　　　　筆者注　チューネンはここで原始における道具資本の本源的発生を問題に

した．人間が資本を作り出したにもかかわらず，逆に，資本に人

間が支配されるかのような近代の転倒現象を論じるのは，『孤立

国』2部2編2章においてである．マルクスは，チューネンのこの

部分の叙述を自分の問題意識に引き寄せて解釈し，高く評価した

が，それにたいするチューネンの解答については「児戯的」と揶

揄した．が，その論点については，別稿を予定している．

【モデリング】そのために，思惟の力で熱帯地方に赴く．原始時代の歴史的実証的考察ではなく，思惟の力でモデルを作り，論理的に考察する．

熱帯地方では，ヤシ，ココヤシ，パンノキ（自然に育つ，人力不要），カンショ，トウモロコシ（除草と棒で土壌をかき回すだけの原始的耕作労働で足りる．道具＝資本は不要）から食料，衣料，住居が得られる．

熱帯地方に移った民族が漸次発展するのを見る際，2つの観点がある．

①移動民族が，資本，知識に乏しく，今日の農工業を発展させた発明，発見を知らない場合→資本形成は緩慢で，発展は労働と知識進歩に依存．この発達は文化史に属し，われわれの研究には役立たない．

②文明ヨーロッパ諸国民の能力，知識，技能をすべて備えるが，しかし，資本＝道具はいっさい持たない民族を，熱帯地方に移すと想定．しかも，この民族は他民族と交易せず，外部の影響なしに内部で資本形成すると想定．領土内に工業品生産に必要な金属はすべて存在する．人口は十分に多く，ヨーロッパで見るような分業は，それに必要な資本さえあれば，すぐ実現可能．領土内の土地の生産力は均等で，全住民が無償で所有できるほど広い．

②の想定をとることにより，孤立郷土の中で，知識，資源，人口，土地の組み合わせから，資本がどのように形成されてくるかという問題を解く．

【全員が労働者という想定】この孤立郷土には，資本はまだ存在せず，土地は無償なので，主従関係はない．人は皆労働者であり，労働によって生計を立てなければならない．

　　　　　　　筆者注　地主-小作，資本家-労働者という主従関係はまだないと想定．

【課題の再確認】以上は，最も簡単な社会状態の想定である．このモデルを出発点にして労賃と利子の関係を説明したい．

価値測定単位，

熱帯では，穀類は生産されず，ライ麦は生活手段の尺度にも，価値測定物にもならない．

　　　　　　　筆者注　2部1編6章「定義と前提」では，価値測定物としてライ麦を選び，

当時のベルリン・シェッフェルでカウントすると決めている．

熱帯では，労働者が1年間に要する生活手段を生産物の量の単位，尺度とすべき．

筆者注　この生活手段の内容は，衣食住の財から成り，それは，ココヤシ，ヤシ，パンノキ，カンショ，トウモロコシから調達される．

1年分の生活手段をＳ，その1/100をｃと表示する．Ｓ＝100ｃ．

　　　　　　　筆者注　これは，質的に異なる様々な生活手段の効用を通約して測定すること，その測定単位に，Ｓ，ｃを使うということである．2部1編6章では，ライ麦で測った労賃Ａ＝生活賃金ａ＋余裕賃金ｙ，と定義している．

勤倹による貯蓄

労働者が勤勉で倹約するならば，彼の手労働によって生活に必要とする以上の報酬を得ることができる．たとえば，1.1Ｓ＝110ｃの報酬が可能．彼の生命維持に必要なものは100ｃだから，10ｃを余し，これを貯蓄しうる．

　　　　　　　筆者注　この貯蓄10ｃは労働のみから工面されたものである．自然の恵みが豊穣な熱帯では，労働は，資本の助力がなくとも貯蓄できる余裕をもつ．労働のみの余剰工面能力ｙ／ａ＝10ｃ／100ｃである．この余剰工面能力は，優れた資本財の装備と，労働力の陶冶，鍛冶（教育，学習）によって開発され，高められうる．

　　　　　　　　　　　【剰余条件】労働生産物Ｙ，生産物単価Ｐ，労働量Ｌ，労働単価Ｓとすると，剰余の存在条件は，ＹＰ＞ＬＳとなる．これより，（Y/L）×（P/S）＞１，となり，これはさらに，（Y/L）－（S/P）＞０　すなわち，労働生産力－実質賃金率＞０，となる．資本財量を一定として，労働装備率を上げてゆくと，限界労働の生産力は最初逓増し，やがて天井にぶつかり，その後逓減してゆく．限界労働生産力が実質賃金率を越えて上昇し，後，逓減して，実質賃金率まで下がる範囲が剰余の発生する範囲である．実質賃金率の上限は限界生産力で決まり，下限は，社会的下限と，生存最低水準から来る下限とで二重に規定される．

限界生産力＝実質賃金率の上限が生存最低水準の周辺を上下動することから生じる労働供給の調節が，マルサス人口原理の作動メカニズムの要点である．Ｓは生存最低賃金の下限であるから，これを下回ると，労働力需給が人口減少（飢え，病気，争い）で調節される．

貯蓄と資本形成

労働者は10年の労働で，10ｃの余剰×10年＝100ｃを貯蓄できる．この貯蓄により，彼は1年間労働せずに暮らせる．この余裕の1年間に，彼は有用な道具製造，資本形成に取り組むことができる．

貯蓄が腐敗しないかという心配をするなら，労働者は毎年10分の1ずつ道具製造に従事すると考えればよい．

彼は，砕いた火打石で木材に加工し弓矢を作る．

　　　魚骨を矢尻にする．

　　　ヤシの幹を弓の弦にする．

　　　ココヤシの薄い皮から繊維をとり綱にし，魚網に編み上げる．

　　　　　　　土田注　労働生産物の範囲が生活必要品から資本財にまで拡大した．資本財（弓矢，魚網）の生産費用は，それを製作した労働の産出力＝機会費用（110ｃ）によって規定され，労働期間中に労働者が必要とする生活必要品の量（100ｃ）によって規定されるのではないことに注意．資本財の生産費もｃ単位で測られているから，当然，ライ麦賃金Ａで測ることも可能．

資本の増産効果

労働者は，道具完成の翌年，生活手段の獲得に赴くが，今や，弓と魚網を有しているので，この助けで獲物が著しく多くなり，労働生産物は著しく増加する．

　　　　　　　筆者注　生活手段の内容に獣肉，獣皮，魚介類が加わった．

彼の労働生産物は，道具の助けがないときの獲得量110ｃから，道具の助けを得て150ｃの獲得量に増加する．彼が生活に必要とする生活手段量は100ｃだから，彼は年に50ｃを余すことができる．

　　　　　　　筆者注　Input＝労働1年分＋資本財（労働評価で1年分，生活手段換算110ｃ）＋原材料

　　　　　　　　　　　Output＝総獲得量

　　　　　　　　　　　Cost＝必要生活手段量100ｃ＋勤倹による工面10ｃ＋資本の償却分ｄ＋原材料

　　　　　　　　　　　労働生産物150ｃ＝総獲得量－（資本償却ｄ＋原材料補填）＝現代で言う付加価値．

　　　　　　　　　　　Surplus＝労働生産物150ｃ－必要生活手段量100ｃ＝50ｃ

　　　　　　　　　　　うち10ｃは勤倹の成果，残り40ｃが資本の増益効果．

　　　　　　　　　　　【製作した資本財を自ら利用する場合】

　　　　　　　　　　　年勉励の成果10ｃを10年貯蓄し続けて100ｃ貯まる．1年分の生活費になる．

　　　　　　　　　　　この生活元本で1年間，生活必要品の生産労働から解放される．

　　　　　　　　　　　その解放時間で資本製作する．資本製作労働の機会費用は110ｃ．資本製作労働が産む貯蓄10ｃも先の100ｃに加算して貯蓄は計110ｃに．

　　　　　　　　　　　その資本の助力を得て1年間生活必要品をし，労働生産物150ｃを産出する．

いまや，貯蓄は1年で50ｃまで可能に．2年で100ｃ＝1年分の生活手段量に達する．

道具＝資本の貸付と返済

労働者は，この貯蓄を元に，再び，弓矢や魚網の製作に取り組むことができる．ただし，

彼自身が使う道具はすでにあり，それで間に合っているから，今度作る道具は他の労働者

に貸すことができるし，実際そうする．

資本製作労働者が1年分の労働を投じた資本財110ｃを貸出すと，その資本財を借入れた勤倹労働者は，資本財との協働によって資本財の助力がなかったときの総獲得量を越える総獲得量を得ることができる．この総獲得量から借りた資本財を「同一価値」で返すなら，150ｃが残る．

　　　　　　　筆者注　ここでの「同一価値」とは何か？　資本財を貸出した時の価値は110ｃ，１年の使用で減価した資本価値をｄとすれば，借りた資本財をその償却分ｄとともに返せば「同一価値」となる．生活必要品生産には資本財が用いられるようになったが，資本財製作は依然として労働のみで行われていることに注意．

【製作した資本財を貸出す場合】①生活手段生産者は，1年労働で

110ｃの生活手段を産出する．うち10ｃを10年貯蓄し，1年分の

生活手段100ｃを貸出す．②資本製作労働者は，この生活手段を借

入れて，1年間生活し，その間に資本財を製作する．この資本財価

値は機会費用から110ｃとカウントされる．③資本製作労働者は，

製作した資本財110ｃを貸出し，これを借りた生産者は150ｃの生

活手段を純産出する．④資本財借入者は，このうち100ｃを自らの

生活維持手段とし，10ｃを自己の勉励報酬とし，残り40ｃを資本

による増益効果と認め，資本製作者に利子として支払う．この場

合の支払い物は生活必要品である．⑤資本製作者はこの40ｃのう

ち，10ｃ＋リスク料を最初の生活必要品貸付者に返す．⑥最終的

に，最初の生活必要品融通者の利子は10ｃ以上，資本製作者の利

子は30ｃ以下となる．

生活必要品貸付者と資本財製作・融通者とで利子率に違いが生じ

るのは，それぞれが貸出す財の生産力効果＝増益効果の違いに基

づいている．増益貢献度により利子率は決まるので，貢献度の高

い者（資本財の研究開発者，卓越した製作者）ほど，分配も厚く

なる．

資本財の生産費＝機会費用と，資本財の生産力効果＝増益効果の

違いを無視して，一律の利子率計算をしては「どんぶり勘定」と

なる．

資本財価値は，1年労働のライ麦評価（機会費用計算）Ａ＝ａ＋ｙ＝110ｃと，労働の余剰工面効果ｙ＝10ｃとを基準に，その倍数で計算される．資本財価値は，その生産費から求めるならば生産のため投入された労働の賃金額Ａと算定され，その増益効果から求めるならばその増益効果が4人分の労働の余剰工面効果に当たるので4Ａと算定される．これは，資本財が何人分の働きをするか，資本財は労働何人分と代替できるのか，つまり，代替率の問題となる．

生活必要品融通者，資本財製作・融通者，資本充用・生産者，こ

の3者の関係を押さえることは，後に「自然賃金」を考察すると

き，重要になる．

食料備蓄者　110ｃの食料＝100ｃ（ａ）＋10ｃ（ｙ）　

（ｙ）×10年分＝100ｃ貯蓄

食料100ｃ融通　　　　　　　　　　　　利払い10ｃ（ｙ）

資本財製作者　110ｃの資本財＝100ｃ（ａ）＋10ｃ（ｙ）

資本財110ｃ融通　　　　　　　利払い40ｃ（Ｚ）

資本財利用者　150ｃの食料＝100ｃ（ａ）＋10ｃ（ｙ）＋40ｃ（Ｚ）

資本財は，４家族または4年労働が産み出す剰余40ｃ＝Ｚを稼ぎ

出す．

Ｚを産み出す資本財は４家族分の労働の剰余産出力に等しい．

資本財の価値は，４家族分の労働価値＝4Ａに擬制される．資本財

の価値は，貯蓄積み立て（10ｃの11年分），生産費（110ｃ），増

益効果からの擬制価値（110ｃの4倍）の3面から計算される．

資本財と労働の代替率＝資本財価値／労働価値＝４，となる．

増加した剰余の分配率Ａ：Ｚ，資本財の評価替えＡ→4Ａ，資本と

労働の代替率が，各要素の生産費からでなく，各要素の剰余産出

能力，増益貢献度に基づいて決定されている点に注意．人の価値

がその人の出自，過去の事情でなく，その人の将来の利（＝幸福

の元）産み能力，利産みの可能性から評価されるように．

資本財の助力による増益分は40ｃだから，資本財を借入れた労働者は，利子を40ｃまでは払うことができる．

資本財を製作し，貸出した労働者は，1年の労働にたいして40ｃまでは，利子として「継続的に」受け取ることができる．

　　　　　　　筆者注　ここで「継続的に」というわけは，資本財が継続的に，たとえばその償却を終えるまで貸出されることを前提してのことである．それは，取引した双方が互いにボラレテいない，公正な取引価格だと認識しているからである．そういう意味で，この取引はsustainable，繰返し（再生産）可能，と言える．

利子の発生，利子率の根拠

ここに，利子Zinsの発生，その根拠，資本にたいする割合＝利子率を見ることができる．

利子率＝1年労働で製作された資本財が産み出す賃料Renteの大きさ40ｃ／1年労働の報酬110ｃ＝36.4%．

　　　　　　　筆者注　この利率計算をするときの注意．①節欲，忍耐によって10ｃ×10年間＝100ｃの生活手段が貯蓄される．②100ｃの貯蓄食料によって，1年間食料生産から解放され，資本製作に取り組める．③資本製作に投じられる労働の産出力＝機会費用は110ｃに相当し，資本財の生産費価値も110ｃとなる．④資本財価値110ｃのうち10ｃが11年目の貯蓄として，100ｃの食料貯蓄に積み増しされると見れば，貯蓄合計は110ｃになる．

　　　　　　　　　　　1年の勤倹労働の生産物，11年分の貯蓄，資本財1単位の価値（資本製作労働の機会費用）がいずれも110ｃで三位一体となっている点に注意．

　　　　　　　　　　　【労働分配率】労賃Ａ＝110ｃ，資本利子Ｚ＝40ｃだから，労働分配率＝Ａ／（Ａ＋Ｚ）＝73.3％になる．

別の見方をして，年当たり賃料を算出することもできる．

賃料40ｃは，1年労働（110ｃ）の成果ではない．先では，利子率＝40ｃ/110ｃ＝36.4％と計算したが，賃料40ｃは，資本製作する際に消費する生活手段100ｃを貯めるのに10年を要し，それからさらに1年，資本の助力を得ての労働をして得るのだから，11年間の成果と見ることもできる．ここから1年当たり，40ｃ/11年＝3.64ｃという賃料を計算できる．

これにたいする答．

資本財の助力なしの勤倹労働は1年で110ｃの報酬を得る．このうち，生活維持のため100ｃが消費される．残り10ｃは彼の勉励Anstrengungにたいする報酬である．

労働者の報酬には，労働力維持分100ｃと勉励にたいして受け取る分10ｃとがある．

労働者の1年の勉励は，食料品生産に向ければ10ｃを受け取るが，資本製作に向ければ3.64

ｃの賃料を受け取る．

　　　　　　　　　　　　　　　筆者注　1年の勤倹労働を食料品生産に向けても，資本製作に向けても，10ｃの勉励を受けることは同じはず．1年の勤倹労働が10ｃの貯蓄をもたらし，その運用が3.64ｃの賃料をもたらすというのが正確．ただし，このモデルでは，その賃料は，11年間の貯蓄110ｃが資本財に体化され，貸出され，資本の増益効果が出てからでないと，つまり，11年経ってからでないと，収得されない．したがって，ここは，1年間の食料品生産労働→10ｃの余剰→貯蓄10年で100ｃ→資本財110ｃの製作→資本財の助力で増益効果40ｃ→利子率36.4％→1年貯蓄10ｃにたいしては3.64ｃ，と理解すべき．

　　　　　　　　　　　【労働効果と資本効果の均等化】

　労働100ｃ→10ｃの余剰，労働の余剰工面率10%．

　　　　　　　　　　　資本110ｃ→40ｃの余剰　資本の余剰産出率36.4%．

　　　　　　　　　　　input全体の余剰産出率は，（10ｃ＋40ｃ）/（100ｃ＋110ｃ）＝23.8%となる．これは，input全体の余剰産出率＝労働の余剰工面率×労働のinput全体に占める比率＋資本の余剰産出率×資本のinput全体に占める比率，と書き直せ，金融上の計算式，WACCの生産的，実体的基礎となる．

　　　　　　　　　　　今，労働の余剰工面率＜資本の余剰産出率，なら，営利追求活動が合理的に行われるなら，inputの構成比が資本集約的に変更され，全体の余剰産出率がより高められるだろう．このとき，資本集約化の進行とともに資本の限界余剰産出率が逓減するなら，遅かれ早かれ資本の限界増益効果は労働の余剰工面効果まで下がる．後者まで下がった所で，各生産要素の限界余剰産出率は均等になり，産出余剰が最大になる．ここが最適投資点になる．

　　　　　　　　　　　【資本財の評価替え】各要素の余剰産出率の均等化は，資本財の

限界生産力の逓減から生じるだけでなく，資本財価値の評価替え

からも生じる．仮に，資本財の限界生産力が低下しない場合，資

本財の余剰産出力は労働のそれの4倍に維持されるから，資本財

の価値は労働の4倍の価値4Ａ（110ｃ×4）があると擬制される

ことになる．資本財の余剰産出能力を，人を基準に測れば何人力，

馬を基準に測れば何馬力，と言うがごときものである．貸出利子

率ｉを基準に自己稼得利潤率ｒがその何倍になるか（ｒ／ｉ＞１）

で投資効率を測る内部収益率法と同じである．この評価替え，価

格調整を通した擬制価値の形成は，市場での各人の自由でフェア

な営利活動競争を通して遂行される．

資本財の制作費はＡであったが，擬制価値は4Ａになり，この価格

調整によって，対応する労働分配率も決定される．

【利潤率の一般式】余剰額を総output価額で割ると，利潤率＝

１－（資本財の投入係数×代替率＋労働の投入係数×実質賃金率），

が得られる．生産要素の合理的選択（各生産要素の余剰産出率の

高位平準化）がなされれば，資本財の投入係数×代替率＝労働の

投入係数×実質賃金率，となるはず．この式を限界分析すると，

新古典派のように，等産出量曲線と等費用直線を描いて，その接

点から，限界生産力比＝価格比，を求めるという手続きとは別の

方法で，最適な要素投入比と価格比（＝均衡点），を得ることがで

きる．

利子率は，「年労働」を尺度としても，「年勉励」を尺度としても，100：36.4＝10：3.64で，同一の結果になる．

　　　　　　　筆者注　「年労働尺度」の利子率とは，利子／資本の生産費，のことで，この場合の利子率ｚ＝40ｃ／110ｃ＝36.4％となる．「年勉励尺度」の利子率とは，利子／貯蓄年数，のことで，この場合の年利ｚ＝40ｃ／貯蓄年数11年＝3.64ｃとなる．　　　　　　　　　　

課題の拡張とリモデリング

【課題の延長】全国の労働者が皆1年労働110ｃの資本を装備し終えたら，資本製作は継続されるか，止まるか？

【方法】弓矢と網を持っている労働者とは別に，少ない資本（鋤で耕作し，斧，釘で木材加工する）で働く労働者と，資本の助力なし（棒で土を掘る，砕けた火打石で木材加工する）で働く労働者とを比較する．熟練，勤倹，体力が同じ場合でも，両者の労働結果は著しく異なる．

【道具を作る「効用」と「刺激」】鋤も斧も人間労働の産物であるが，なぜそれらを作るか？　道具の増産「効用」「効果」が大きいから．その「効果」が資本製作，資本の継続的製作に刺激を与える．

【生産物の内容が拡大】ヤシノキなど，弓矢，獣肉，魚貝などの生活必要品に加え，鋤，斧，釘などの資本財が生産される．

【分業社会の想定】弓矢を作るには，個々の労働者は自分の労働だけで足りるが，鉄を採鉱し加工するには，他の労働者の助力を必要とし，他者との間で分業が行われていることを前提する．鋤と斧を製作する労働者たちは，共同の目的のために結合し，その労働の全収益を各自の間で分配する社会状態にいる．

【資本の限界生産力逓減】①全国民が漸次に鉄器を持つに至る（資本1単位を全員保有），②その後も，資本を追加することによって労働能率が高まり，労働生産物が増加する限り，資本追加は継続され，資本製作は続けられる．③しかし，資本追加量と労働生産物の増加量は比例せず，その「効果」は逓減する．

　　　　　　　筆者注　資本財が全員に普及すると，それ以後の資本財投入からは，限界生産力逓減が発現する．

資本の増益効果の逓減（限界生産力逓減）
穀物を石で擂る20人の労働者より，水車で穀物を砕く労働者1人のほうが，より多く，よりよい粉を挽く．

鋤ですき起こす30人の労働者より，２頭の馬で犂を曳く１人の労働者のほうが，より多く土地を耕す．

　　　　　　　筆者注　資本財導入による生産力増大効果を新旧資本財比較により示している．

資本製作労働は，水車や犂の製作に効果的に向けられる．しかし，これらへの需要が十分に満たされるにつれ，それらを製作することは以前より効果的でなくなり，少ない利子しか産まなくなる．

　　　　　　　筆者注　資本財普及が一巡した後の追加投入は限界生産力逓減を起こす．　

器具や機械がいかに効果的であっても，必ず，その追加が効果を失い，利子を産まなくなるときが来る．

この限界に到達するや，資本製作労働は，たとえ，より効果が少なく利子が少なくとも，他の「価値物」の製作に向かわなければならない．

　　　　　　　筆者注　限界生産力の増益効果がゼロとなったとき，その資本財の追加需要はなくなり，別の資本財の製作が求められるようになる．シュンペーターの言う「革新」技術への渇望．

投資分野の選択順序

資本製作労働者は，自己利益を追求するなら，自己の力を最も強め，自己の労働の「効果」を最大にするような道具＝資本の製作を第1に行うべきである．その道具が普及し，限界生産力が下がってきたら，そのときは，次善の産出増大効果を持つ道具，したがって，貸与した場合でも次善の賃料に甘んじなければならない道具の製作に向かうべきである．

筆者注　【3つのモデル】①１単位を越える道具＝資本は自分には余分で使えないため，他者に貸付けるモデル．資本財が全員に行き渡っておらず，限界資本投入が2単位目まで達しないため，限界生産力逓減はまだ現れないモデル．

　　　　　　　　　　　②資本財が全員に行き渡った後，さらに追加投入が行われるモデルへ．限界生産力逓減が発現する．

　　　　　　　　　　　③限界生産力逓減の結果，低下したその部門の利潤率よりはまだましな利潤率を確保できる他部門に別種の資本財を投入するモデルへ．

異種の資本間の剰余産出効果は比較できるのか？　できる．自利心に基づく競争により利潤率均等化と一物一価の運動が生じるから．

以後の研究の基礎

ある企業あるいは経営の中で，新しく投下され，追加された各資本が産む賃料＝利子は，それ以前に投下された各資本が産むものより少ない．

新しく追加される資本は，前に投ぜられた資本よりも，労働生産物を増加させる効果が小さい．

　　　　　　　筆者注　チューネンは，資本財の導入，普及過程における生産力増大効果をよく理解しているが，研究の基礎には，普及一巡後の追加投入による限界生産力逓減を前提した．

では，追加資本と労働生産物の増加との関係，すなわち，「資本の効果の漸減」は，いかなる曲線で表されるか？

筆者注　しかし，この関係の曲線での表示は見送られ，初項を40，公比を9/10とする等比数列でそれを示す一覧表が掲げられるに止まった．

実際生活で用いる貨幣を尺度にして見ると

農場での土地改良のため最初に投下した1000ターレルは15％の利子をもたらす．次の1000ターレルは10％の利子をもたらし，その次の1000ターレルは５％の利子のみ．なお継続投資すると，利子は3％，2％，１％と下がってゆく．

住所の近くで販売しているとき，1000ターレルの資本で５％の利子を獲得するが，さらに1000ターレルの資本を追加するときは，商業販路を拡大する場合か，値下げする場合にならざるをえないので，資本効果の減少をともなう．
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